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村長選挙は茶番か？　巧みな演出か？ 
――ラオス人民革命党によるジレンマ解消と支配の正当化――
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《要　約》

特定の人物の選出が目的にもかかわらず，多くの独裁者は競争的選挙を実施する。しかし選挙は不

確実であり，目的達成には操作が必要となる。とはいえ過度な操作は選挙だけでなく体制の正当性を

低下させる。つまり独裁者は，操作による目的達成と正当性維持のあいだでジレンマに直面する。本

稿はラオスの村長選挙を事例に，ラオス人民革命党が選挙を巧妙に操作することで目的を達成する一

方，候補者選出過程に有権者の声を反映させるなど「民主的」選挙の外形を頑なに守り，ジレンマ解

消に努めていることを明らかにする。選挙は茶番かもしれないが，党にとっては「民主主義」を演出

する重要な舞台であり，体制が「民主主義」の価値を国民と共有しているとの認識を創り出す場となっ

ている。本稿からは，「民主主義」へのコミットメントを示すことが，選挙ジレンマの解消だけでなく，

独裁体制の正当化にとっても重要であることが示唆される。

�
　　はじめに
Ⅰ　ラオスにおける「民主的」選挙の重要性と問題の

所在
Ⅱ　独裁体制における「選挙のジレンマ」と解消手段
Ⅲ　ラオスの村長選挙と選挙過程における操作
　　おわりに

は じ め に

独裁者（注1）は本来，選挙を行う必要がない。

特定の人物の選出が目的ならばなおさらである。

それでも多くの独裁者は競争的選挙を実施する。

し か し 選 挙 に は 常 に 不 確 実 性 が 伴 う た め
［Schedler 2013］，目的を確実に達成するには操

作が必要となる。とはいえ競争性や公平性を歪

めれば，選挙の信頼性は低下する。体制の正当

性にも傷がつく。つまり独裁者は選挙でジレン

マに直面する［Higashijima 2022］。それにもか

かわらず，なぜ独裁者は競争的選挙を実施し，

そしてどのようにジレンマを解消しているのだ

ろうか。

権威主義体制（注2）下の競争的選挙では，独裁

者がさまざまな手段を駆使して勝利を確実にし

たり，特定の人物を選出したりする。票の積み

増しや改竄，買収，有権者への脅し，野党候補

者への抑圧などの露骨なものから，現職に有利

な制度構築など有権者にみえにくい方法まで，

選挙の操作手段は多様である［Cheeseman and 

Klaas 2018; Norris 2004; Schedler 2002, 2013; 

Szakonyi 2022］。また，単に勝利を目指すので
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はなく，あえて過度で露骨な操作を行うことで

潜在的反体制派の行動や選択に影響を及ぼし，

独裁者の政治権力を強化することもできる
［Harvey 2016; Simpser 2013］。しかし過度な不

正に依存すれば，国民の不満が抗議行動へとつ

ながり，体制が崩壊する可能性も高まる［Bunce 

and Wolchik 2011; Higashijima 2022, 16, 39; 

Tucker 2007］。そして暴力への依存は体制の正

当性を低下させる。そのため独裁者は選挙の操

作ではなく，経済資源を活用し有権者の自発的

支持を動員することもある［Higashijima 2022］。

なによりも，ほとんどの支配者は国民に恐れ

られるより尊敬されることを望む［Gilley 2009，

140］。そうであれば政治体制に関係なく，支配

者 は 自 ら の 支 配 を 正 当 化 す る 必 要 が あ る
［Thyen and Gerschewski 2018, 40］。したがって

権威主義体制であっても，市民の支持を調達す

る制度は欠かせず，なかでも競争的選挙の実施

は必要不可欠となっている［Levitsky and Way 

2020, 57］。そして自らの強さを示し体制を安定

させるには，独裁者は選挙で圧勝しなければな

ら な い［Higashijima 2022, 4; Magaloni 2006, 8-9; 

Schuler 2021, 24］。

しかし Higashijima［2022］が指摘するように，

操作を通じて選挙に大勝することと選挙結果の

信頼性はトレードオフの関係にあり，独裁者は

ジレンマに直面する。そのため独裁者は目的に

応 じ て 制 度 を 選 択 し［Malesky and Schuler 

2011］，操作と有権者の支持を動員する自らの

能力とのバランスを図りながらジレンマの解消

を目指す［Higashijima 2022, 32］。

一党制を 50 年近く続けるラオス人民革命党

も，複数候補者による「競争的」（注3）な村長選挙

でジレンマに直面している。党の最高意思決定

機関である政治局は 2013 年に非党員の村長を

認めていた方針を転換し，原則的には村の党単

位書記（以下，村党書記）に兼任させることを

決議した［PPPLKKMSKP 2013］（注4）。だが党は，

非党員候補者を含む「競争的」な選挙制度を維

持している。そのため，村党書記を確実に当選

させるには操作が必要になるが，それが有権者

に明らかになれば，選挙結果だけでなく党の正

当性が損なわれる。ひとつの村の選挙が体制崩

壊につながる可能性は低い。とはいえ党の正当

性低下が全国の村々に広がれば，致命的な問題

となる。

本稿は，党が「民主的」な村長選挙を「演出」

しながら目的を達成し，ジレンマの解消に努め

ていると論じる。有権者の声に基づき候補者が

選ばれ，複数候補者による「競争的」選挙が行

われるなど「民主主義」の外形は頑なに保たれ

る。一方で，党は選挙過程を管理下におき，数

ある手段のなかから有権者にはみえにくい操作

を選び取り，自らの意思を結果に反映させる。

ターゲット（注5）が当選できなかった場合，「民意」

に沿って事後的に目的を達成することもある。

ラオスの事例からは，独裁者が選挙を通じて「民

主主義」の価値を国民と共有しているとの認識

を創り出すことが，ジレンマ解消と独裁体制の

正当化にとって重要であることが示唆される。

構成は以下のようになっている。第Ⅰ節では，

党にとっての村長選挙の位置づけを示した上で，

党書記と村長の兼任制が導入され，ジレンマが

生み出された背景を明らかにする。第Ⅱ節では，

Higashijima［2022］で提示された選挙ジレンマ

解消メカニズムや選挙不正に関する先行研究の

議論をラオスの文脈に照らし合わせ，支持動員

能力が低く正当性を重視する党には可視化され
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にくい選挙操作しか選択肢がないことを導き出

す。第Ⅲ節では，全国 36 村での調査に基づき

操作の実態を明らかにし，独裁体制の正当化に

ついて論じる。そして最後に本稿の貢献と課題

を示して結びとする。

I　�ラオスにおける「民主的」選挙の重
要性と問題の所在

1．党が「民主的」選挙を維持する理由

ラオスにおける「民主的」選挙の歴史は，

1975 年の人民革命党体制成立以前にさかのぼ

る。ラオス王国がフランスから独立を果たす過

程の 1946 年，男子普通選挙による制憲議会選

挙が，翌年には複数政党による第 1 回国民議会

選挙が行われた［Stuart-Fox 1997, 66-67］。1956

年には女性の選挙権が認められ［KTKLKHPAL 

1957］，複数政党制による「民主的」な選挙は

革命勢力パテート・ラオ（PL）との内戦により

王政が崩壊するまで続いた。

村では伝統的に複数候補者による村長選挙が

実施されており，1950 年代後半にはそれが確

認されている［綾部 1959, 94］（注6）。1965 年には

国王勅令が公布され，全国統一的な村長選挙規

則が定められた［Phra rasa anachak lao 1965］。

選挙は行政を司る村会議（現村委員会）委員を

選ぶ形で行われる。候補者資格は 30 歳以上の

男性に限定され，読み書きができ，当該村に 5

年以上居住などの条件がある。有権者は適任と

思う候補者の後ろに並んで票を投じ，最大得票

者が村長となる。そして残りの候補者に対して

再度投票が行われ，最大得票者を村会議委員に

選出する。投票は人口数に応じて定められた委

員数に達するまで繰り返される。村長選挙で同

時に村委員会メンバーを選ぶ形式は現在も変わ

らない（注7）。ただし投票は 1 回のみで秘密裏に

行われる。

PL を指揮していた人民革命党は権力掌握と

その維持において，当初から「民主的」選挙を

重視していた。1950 年代後半から続いた内戦

時代，PL 支配地域の一部でも村長選挙は行わ

れた［Phongsavath 2002, 68］（注8）。そして PL が

1975 年 5 月から徐々に地方で行政権力を奪取

すると，党政治局は 6 月から 7 月にかけて，直

接選挙実施に関する命令を公布した［KKMSP 

1975a; 1975b］。10 月には政党設立，立候補，言

論や集会の自由を認め，人々に能力ある人物を

選出する機会を与えるとの方針が示された
［KDKAKPP 1975］。PL はすでに各地で権力を

掌握していたため，選挙を実施する必要はな

かった。しかし党は 11 月，王国政府下で導入

されていなかった地方議会選挙をわざわざ行っ

た上で，革命勢力を構成員とする人民行政委員

会（地方政府）を構築したのである［瀬戸 2015］。

選挙は党傘下のラオス愛国戦線管理下で実施さ

れており，党の意向が反映された（注9）。選挙の

際に公布された党書記局命令では，革命に反対

する者や王国政府行政機関に所属した者は選出

してはならず，候補者は党委員会が決定すると

定められた ［PPPLSKLTS 1975］。いずれにしろ

党は選挙を通じて権力を獲得し，各地で正当性

を得たのである。そして 12 月に開催された全

国人民代表者大会にて一部の県議会代表などが

参加するなか（注10），王政の廃止とラオス人民民

主共和国の樹立が承認された。つまり党は，体

制転換を正当化するために地方と中央で二段階

の「民主的」手続きを踏んだことになる。

村長についても党は，1975 年 7 月に公布し
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た政治局命令第 7 号において，任命制ではなく

人民の直接民主選挙によって選出するとし，支

配下の村での早々の実施を定めた［KKMSP 

1975b］。地方議会選挙と同様に党の意思を反映

させるため，愛国戦線が候補者を推薦した。た

だし当時は現在のように党組織が全国の村々ま

で整備されておらず，党員も少なく，いたとし

てもその存在は秘密であった（注11）。したがって

愛国戦線は，非党員でも党の路線に沿う人物を

候補者に選んでいたようである（注12）。

大衆を基盤に人民民主主義を掲げる党にとっ

て，末端での民主的選挙の実施は重要である。

それは「人民が我々の行政権力の民主主義的な

本質および人民主権を直視すること」［KKMSP 

1975b］，という政治局命令第 7 号で記された村

長選挙の目的からも裏づけられる。伝統的に民

主的な村長選挙が実施され，王国政府が国民議

会選挙を制度化し，多くの国民が民主的選挙を

経験していたこともその背景にあろう（注13）。そ

して村レベルにおける「民主的」選挙は 1975

年以降も維持された（注14）。

党にとって村レベルの「民主主義」が重要で

あることは，ソ連・東欧の民主化を機に始まっ

た 1980 年代後半の政治制度改革議論でも確認

できる。党は形骸化していた地方議会を廃止す

る一方で（注15），人口 500 人以上の村に新たに議

会を設置する方針を示した ［Kaysone 1997, 492-

494］（注16）。カイソーン党書記長（当時）によれば，

その理由は人民が主権を行使するとともに自ら

の代表を認識し，基層民主主義を促進するため

である。しかし 1991 年に憲法が制定された際，

地方議会は廃止されたものの，村議会の導入は

最終的に見送られた。 

ただし党は一貫して「競争的」村長選挙を維

持し，非党員の村長を認めた。1993 年 5 月に

は村長資格を定めた首相令第 102 号が公布され

たが，党員規定はなかった［SNL 1993］。実際

に 2003 ～ 2006 年にかけて筆者が実施した 1 都・

6 県の調査でも，非党員の村長を確認してい

る（注17）。また後述の図 1 にあるように，2010 年

代前半までは多くの県で党書記と村長は別々の

人物が務めていた。

2．村党書記による村長兼任と選挙のジレンマ

2010 年代に入り党は，村党書記と村長を別々

の人物が務める 2 人体制から，1 人による兼任

体制への転換を図った。そのきっかけとなった

のが，2004 年から始まったクムバーン政策で

ある。これは貧困削減を目的に 5 ～ 7 村をひと

つのグループ（クムバーン）にまとめ，グルー

プごとに開発を行うことを目的としている
［PPPLKKMSKP 2004b］。つまり，これまで各村

単位で行ってきた開発を，より大きな規模で効

率的に実施するねらいといえる。

そこで問題となったのが村党書記と村長の関

係である。政策全体は郡の管理下でクムバーン

に設置された党組織が村を指導しながら実施す

る。通常，村の党書記は村長より上位に立つが，

2 人のあいだの意見が一致せず物事が進まない

ことがある。限られた党員によって選ばれる党

書記とは異なり，村民選挙によって選出される

村長は代表性を有している。そのため，党書記

と村長の関係性がときにこじれる（注18）。

党政治局は 2004 年 3 月 5 日に指導命令第 04

号を公布し，村党書記を村長にする条件を整え

るとの方針を示した［PPPLKKMSKP 2004a］。

翌年には，長期的に村長を党書記または党員に

すると定めた党事務局指導書第 38 号が公布さ
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ン
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に
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入
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れ
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た

め
サ
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ソ
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が
，
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の
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県

の
数

値
に
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統

計
が

未
入

手
の

た
め

シ
ェ

ン
ク

ア
ン

県
か

ら
編

入
さ

れ
た

タ
ー

ト
ム

郡
が

含
ま

れ
て

お
ら

ず
，

対
象

村
は

58
村

で
あ

る
。

20
17

年
の

同
県

の
数

値
は

96
村

を
対

象
と

し
て

い
る

。
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れた［PPPLHASKP 2005］。前者は選挙を通じ

て村党書記を村長に選出する直接的手段，後者

は村長に選出された党員を村党書記に，非党員

であれば党員にリクルートする間接的手段と捉

えられる。

本格的に兼任体制が導入されるのは，2012

年に「3 建」政策が始まって以降である。これ

は「県を戦略単位に，郡を全分野における強力

な単位に，村を開発単位に建設する」というク

ムバーン政策を拡大発展させた政策であり，地

方分権を目的としている［PPPL 2011， 37］。開

発を進め貧困削減を達成するという基本方針は

変わらないが，下級への権限移譲と効率的な行

政がより重要と位置づけられた。

まず，全国の 109 村が「3 建」のパイロット

村となった。対象となった村は郡党執行委員の

管轄におかれ，上級による管理が強まった。ま

た，政府が優先的に開発プロジェクトを実施し，

政府系金融機関も村民に積極的に融資を行うな

ど，経済的優遇措置がとられた。つまり，これ

まで以上に村と上級党組織が密接な関係となる

だけでなく，村の管理業務が重要な意味をもつ

ようになったのである。そのため村の組織改革

が課題となり，兼任体制もその一環として位置

づけられた。

党政治局は 2013 年 9 月 6 日，全国の村を対

象に「村行政機構の改善および月給を付与され

ない村級の職員への手当体制の実施に関する決

議第 08 号」を公布し，先の直接的および間接

的な 2 つの方針を再度規定した［PPPLKKMSKP 

2013］。関接的手段については勤勉で村民の信

頼の厚い人物を候補にするとのみ記され，後に

村党書記に就任させるとの記述はない。しかし

党は引き続き村長選挙での非党員候補を許容し

ており，党事務局指導書第 38 号の内容を踏襲

したと考えられる。まず党は，「競争的」選挙

を通じて党書記を当選させることを目指し，失

敗した場合は当選者が党員であれば党書記に就

け，非党員であれば党員にリクルートするとい

う二段階の方法を準備したのである。そして，

2016 年に同内容を反映した「村行政組織と活

動に関する決定第 649 号」が内務省から公布さ

れ，全国統一的な村長選挙実施方法が定められ

た［KPN 2016b］。

実際に 2013 年以降，ほとんどの県で党書記

と村長の兼任割合が上昇している。図 1 は内務

省が保管する村レベルの統計を基にした，全

18 都・県の兼任割合の変化である。統計の整備・

管理状況が悪く，入手できた数値の対象年にば

らつきはあるものの，3 県を除きすべての都・

県で兼任割合が増加していることがわかる。3

県の低下ポイントもそれぞれ 0.28（ルアンナム

ター県），0.39（ルアンパバーン県），1.21（ボリ

カムサイ県）と微減であり，2010 年代に進んだ

村の統廃合などが原因と考えられる。

党が特定人物の選出という目的をもつにもか

かわらず，「競争的」選挙を維持したのは，権

力獲得時に民主的手続きを踏み，建国から一貫

して末端における「民主主義」を重視している

からであろう。村民の意思に反して村党書記を

村長に任命すれば，彼らの不満は高まり人民主

権を掲げる党の正当性は低下する。ひとつの村

の出来事が体制全体に影響することはないが，

不満が全国で広がれば体制にとって大きな脅威

となる。

とくに 2010 年代に入り，党は自らの正当性

低下に危機感を示してきた。ラオスは 2000 年

代中頃から年率 8 パーセント前後の経済成長を
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遂げてきた一方で，汚職や経済格差などの問題

が拡大した。2011 年の第 9 回ラオス人民革命

党代表者大会（以下，党大会）で党指導部は，

研究すべき理論・実践問題のひとつに「党内や

社会における民主の拡大」を掲げた［PPPL 

2011, 43］。そして党内の人材選抜や選挙制度を

改善し，大衆や大衆組織が参加できるメカニズ

ム を 構 築 す る と し た［PPPL 2011, 49, 54-55］。

2016 年の第 10 回党大会では党員の政治的資質

の退行が党に悪影響を与えているとの認識が示

され，民意の重要性が強調された［Pasaxon, 

January 19, 2016; 山田 2016, 29, 33-34］。以上の党

の認識は，村の党書記に「代表性」を付与し，

村民の信頼の厚い人物を村長に選出するとの方

針とも合致する。つまり民意を重視する党に

とって，「競争的」な村長選挙はより重要な意

味をもつようになったといえる。

したがって問題解決の最適解は，村党書記が

「民主的」選挙によって「正当」に村長に選出

されることとなる。しかし競争的選挙は不確実

性を伴うため，目的を確実に達成するには操作

が必要になるが，それでは選挙と党の正当性は

低下する。つまり党はジレンマに直面する。

このような選挙のジレンマは何もラオス特有

のものではない。選挙を実施する独裁体制にお

ける共通の問題である。

Ⅱ　�独裁体制における「選挙のジレンマ」
と解消手段

1．理論的考察

Higashijima［2022, 7, 36］が「選挙のジレンマ」

というように，独裁者は操作を通じて選挙に大

勝することと，選挙結果の信頼性や選挙で得ら

れる利益のあいだで選択を迫られる（注19）。大勝

のみを目的とするならば，独裁者は選挙を操作

すればよい。しかし単に操作をすればよいとい

うものではなく，コストとベネフィットを考慮

する必要がある。

選挙操作は大きく 2 つに分けることができる
［Higashijima 2022, 47-52］。ひとつは，身体的危

害などを含む野党候補者への抑圧，有権者に対

する脅迫，票の買収や積み増しなどの露骨な不

正である［Harvey 2016; Harvey and Mukherjee 

2020; Simpser 2013］（注20）。このような操作戦術

は，とくに競争が激しく体制への脅威が大きい

場合に採用されると考えられる［Harvey 2016, 

106; Schedler 2013, 273-275］。そして，独裁者の

組織的および財政的な強さに関する情報を反体

制派に送るため，抗議行動を抑制する利点があ

る［Harvey and Mukherjee 2020; Simpser 2013］。

ただしコストが高い。潜在的な反体制派と支持

者を特定するには広範なネットワークが不可欠

であり，ねらいどおりに投票が行われたかどう

かモニタリングも必要となる［Harvey 2016, 

116］。また，そのような可視化された操作は体

制や選挙の正当性を低下させる。Reuter and 

Szakonyi ［2021］はロシアでのサーベイ実験か

ら，選挙不正の発覚に対してとくに体制支持者

が否定的に反応することを明らかにしている。

もうひとつは，制度を通じた有権者にはみえ

にくい操作である［Sjoberg 2016］。投票前の制

度設計における操作は可視化されにくく，正当

性を低下させずに目的を達成できる［Schedler 

2013, 275］。独裁者は議会選挙において，小選

挙区制を導入し得票率以上の議席率をもたらす

議席プレミアムを得ようとするかもしれない
［東島 2015 ;  Higashi j ima and Chang 2016 ; 
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Higashijima 2022, 48］。支配政党が自らに有利に

なる選挙区割りを行うゲリマンダリングも［鷲

田 2017］，有権者にはわかりにくい操作のひと

つである。Szakonyi ［2022］はロシアでのサー

ベイ実験から，制度の操作は大衆の不満を高め

ずに選挙において最大の効果をもたらすことを

実証した。反対に，体制の強さを伝達しない操

作は野党や活動家の抗議行動を誘発するとの指

摘もある［Harvey and Mukherjee 2020, 535］。

いずれにしろ独裁者であっても自由に制度を

構築することはできず，さまざまな制約の下で

制度選択を行う［Gandhi and Heller 2018, 390-

394］。たとえば選挙の諸機能はトレードオフの

関係にあるため［Malesky and Schuler 2011; 豊

田 2013; Schuler 2021］，独裁者は自らがおかれ

た状況や目的に応じてどの機能を重視するのか

選択を迫られる。選挙での大勝を通じて体制の

強 靭 性 を 示 す デ モ ン ス ト レ ー シ ョ ン 効 果
［Higashijima 2022, 14］ や シ グ ナ リ ン グ 効 果
［Schuler 2021］を重視すれば，過度な選挙操作

が行われる。しかし，それでは反体制派による

抗議行動を引き起し［Higashijima 2022, 39］，選

挙の正当性も低下する。一方で競争性を高めれ

ば国民の選好や不満に関する情報を収集でき
［Magaloni 2006; Malesky and Schuler 2011; Miller 

2015］， 野 党 の 取 り 込 み や 分 断 を 行 え る が
［Magaloni 2006; Lust-Okar 2005; Gandhi and Lust-

Okar 2009］，選挙に敗れるリスクが上昇する
［Rozenas 2016, 234］。とはいえ選挙で大勝でき

なければ独裁者の弱さを露呈し，体制内エリー

トの離脱や反体制派による脅威が高まる。

一方 Higashijima［2022］は，独裁者が経済

的および組織的資源を通じて大衆の支持獲得を

得られれば，選挙操作に依存することなくジレ

ンマが解消されることを実証する。つまり，選

挙前に財・サービスを提供するポークバレルや，

利益供与を行うクライアンテリズム／パトロ

ネージにより市民の自発的支持を動員すること

で，操作や不正なしに選挙に大勝し，かつ選挙

機能に付随する利益も享受できる［Higashijima 

2022, 47-61］（注21）。そうすれば選挙結果の信頼性

も損なわれない。一方で，経済的資源が活用で

きなければ選挙操作に依存するしかなく，選挙

結果の正当性も低下する。利益も得られない。

したがって独裁者は自らの支持動員能力と選

挙操作のバランスを考慮し，戦略を決定する。

支持動員能力とは，任意に利用できる財政資源

の規模，エリートを統制し大衆に合理的な財政

資源の分配を行える支配政党などの組織，およ

び野党による市民の支持調達能力によって決ま

る［Higashijima 2022, 53］。独裁者が自由に活用

できる財源が大きければ，利益を分配すること

で有権者の支持を獲得できる。その際，凝集力

が高く全国規模の組織力をもつ政党などがあれ

ば，より効果的かつ広範に分配を行える。また

経済資源が活用できない場合でも，このような

組織は選挙操作に利用できる。そして独裁者が

どのような操作を行うかは，野党がどの程度市

民の支持を調達できるかによる。野党に対して

独裁者の支持動員能力が高ければ経済的工作が

選択され，低ければ選挙操作に頼るしかない
［Higashijima 2022, 53-61］。独裁者が情報の不確

実性や見込み違いから選挙操作の度合いを誤っ

たり，過度に自由で公正な選挙を実施したりす

れば，体制は不安定になる［Higashijima 2022, 

61-64］。

まとめれば，独裁者は自身がおかれた状況，

保有資源，選挙を通じて達成したい目的，その
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ための操作に伴うコストとベネフィットなどを

考慮し，手段を選択する。　

2．党にとっての選択肢

Higashijima［2022］や選挙操作に関する先行

研究が示した枠組みをラオスの文脈に照らし合

わせると，可視化されにくい選挙制度の操作し

かジレンマ解消の道がないことがわかる。

まず，過度で露骨な選挙操作は選択肢から外

れる。ターゲットを「正当」に村長に選出する

との目的を考慮すれば，Simpser［2013］ や

Harvey［2016］が指摘する政治権力を独占し，

体制が強靭であるとするシグナルを送るための

過度な操作は逆効果である。それはターゲット

を確実に当選させる反面，体制と選挙の正当性

を低下させる。また，野党がおらず反体制派が

対抗馬として候補者となるわけでもないため，

露骨で可視化された不正を通じて体制の強靭性

を示し，脅威を取り除く必要もない。さらに一

党制であるため，市民は支配政党が暴力装置を

含め国家のあらゆる資源を活用できることを理

解しており，可視化されにくい操作が独裁者の

脆弱性を露呈することにもならない。

したがって，有権者にはみえにくい制度の操

作か経済的手段が選択されると考えられる。実

際に一党制下の選挙でも，Higashiijma ［2022］

が指摘する経済工作が行われている。中国の地

方人民代表大会選挙では，共産党や大衆組織の

推薦を受けた候補者が，小学校の修繕など公共

材の提供を公約に掲げることがある［Wang 

2017, 878］。

しかし，ラオスの村党・行政組織の保有資源

を考えると，財政を活用した支持動員は難しい。

村の収入は村が徴収し郡と折半する各種税，行

政文書発行などのサービス料金，村調停委員会

の手続き料金（注22），村民の寄付などが財源と

なっている［KKG 2014］。たとえば，筆者が調

査を行った北部ウドムサイ県 X 郡 VH 村の

2015/16 年度の収入は，約 8280 万キープ（約 1

万ドル）であり，支出は約 5940 万キープ（約

7200 ドル）だった（注23）。首都の中心地や観光地

の村では年間収入が数万ドル以上に達する村も

あるが，その多くは人件費や諸経費で消え，余

剰財源はほとんどない（注24）。各世帯から現金を

募る村や（注25），各世帯が拠出したコメを市場で

売却し予算を調達する村もある（注26）。村には大

衆組織（注27）のひとつである女性同盟などが運営

する財源豊富な基金や村民の互助会なども設立

されているが（注28），党組織が選挙目的に活用で

きる資金ではない。

経済状況は政府優遇措置がある 3 建村でも同

じである。一例を挙げると，ボリカムサイ県

PS 郡 S 村では，総額 2 億 1300 万キープ（約 2

万 6000 ドル）で 5 つの開発プロジェクトが行わ

れていたが（注29），1 件あたり 4260 万キープ（約

5200 ドル）と規模が小さい。またプロジェクト

内容は県や郡などの上級で決定されるため，タ

イミングも含めて村党組織が選挙目的で活用す

ることは難しい。党書記や村長への手当も一般

村より高く設定されているが（注30），書記兼村長

で付与される額は 50 万キープ（約 60 ドル）／月

であり所得も低い（注31）。

したがって党に残された道は，可視化されに

くい制度の操作しかない。選挙は党の管理下で

実施されるため，党による操作が可能となる。

村レベルの党員数はさほど多くないが，彼らを

通じて有権者を動員できる。しかし選挙と党の

正当性を確保しつつ，特定のターゲットを当選
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させるような操作は可能なのだろうか。

Ⅲ　�ラオスの村長選挙と選挙過程におけ
る操作

本節では 2016 年 10 月から 2018 年 6 月にか

けて，内務省の協力の下で筆者が行ったラオス

の全 18 都・県 36 村での調査に基づき，選挙過

程と操作の実態を明らかにする。調査はまず，

都・県内務局が選定した郡・市において，村長

選挙を管轄する内務事務所で選挙過程や郡の方

針について聞き取りを行った（注32）。その上で，

基本的には同郡・市内の 2 つの村を対象に，村

委員会から選挙メカニズムについて話を聞い

た（注33）。ひとつは 3 建村，もうひとつは一般村

である。先述のように 2 種類の村の間に経済資

源の違いはないが，念のため異なる選挙メカニ

ズムが観察できるのかを検証する。調査村は内

務事務所が選定した。

表1は36村の概要である。そのなかで2村（番

号 1，36）だけ村長は郡による任命であった。

前者は郡内の開発重点村であるため，2013 年

に郡党執行委員が村長に任命された。後者は複

数の民族間同士で村長について折り合いがつか

ず，2014 年に郡が村党書記を村長に任命した

という。以上の 2 村については前村長時代の選

挙実施方法を聞いた。また独裁体制下の政治的

調査は大きな制約を伴うため，一部の郡や村で

は質問に対する明確な回答が得られない場合も

あった。とはいえ，選挙の実態を示すだけの十

分な材料は入手できたと考えられる。なお，36

村の調査日は表 1 を参照してほしい。内務事務

所での聞き取り日は各都・県の 1 村目の調査日

と同じである。そのほかの聞き取り調査につい

ては適宜注釈で示すことにする。

1．選挙制度の概要

2016 年に内務省が定めた規定や 18 郡・市の

内務事務所での聞き取りからは，村長選挙過程

は以下のように整理できる。

選挙全体を指導するのは上級の党組織である。

まず郡長が，郡党副書記，党常務委員・執行委

員などにより構成される選挙委員会を任命する。

メンバーは郡党指導幹部であるため，選挙は実

質的に党の管理下で行われる。村でも党副書記，

党員，大衆組織の長，長老などからなる選挙委

員会が任命される。

選挙権は 18 歳以上，被選挙権は 21 歳以上か

ら 55 歳までとなっている。しかし村によって

は世帯代表者のみ票を投じるなど，独自の制度

を設けるところもある（表 1 参照）。候補者は

ラオス人であり，当該村に 2 年以上居住し党・

国家に対して忠誠であることなど，いくつかの

資格要件が定められているが，党員規定はなく

非党員でも候補者となれる。

候補者については，まず村選挙委員会が上級

選挙委員会の指導の下で村党単位と協力して

ターゲットを決定する。これは党が当選を望む

人材の確定を意味する。通常は現職の党書記や

党書記就任予定者が対象となる。また，選挙で

は村長だけでなく副村長（＝村委員会メンバー）

も選出するため，複数のターゲットが選ばれる。

その後，選挙委員会が政治会議を実施し，ど

のような人物が村長に相応しいかを有権者に説

明した上で，候補者に関する第 1 回意見聴取が

世帯代表や単位（複数の世帯によって構成される

班）長，またはすべての有権者を対象に行われ

る。ここで有権者は村長候補者に相応しい人物
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番号 首都・県 郡・村 村の種類 人口 党員数 党員 / 人口 村委員
会人数 候補者資格 第 1 回意見聴取対象 第 2 回意見聴取対象 第 3 回意見聴取対象 投票者 党書記

＝村長
村長再選
／新人 調査年月日

1
首都ビエンチャン

ST 郡 NC 村 3 建 1239 37 2.99% 5 党員 党員・大衆組織長（9） 党常務委員会（7） ― 世帯代表（5） ○ 新 2018.2.23
2 ST 郡 S 村 一般 1005 25 2.49% 5 党員 党単位（15） 各班（9） 郡党常務委員会（7） 村民（5） × 再 2018.2.23
3

ポンサリー
PS 郡 MC 村 一般 528 10 1.89% 3 党員 党単位（5） ― ― 村民（3） ○ 再 2017.2.28

4 BN 郡 PH 村 3 建 1384 20 1.45% 5 党員 村民（7） 郡党常務委員会（7） ― 村民（5） ○ 再 2017.2.28
5

ルアンナムター
LN 郡 NT 村 3 建 1976 42 2.13% 3 党員 党員（7） 村民（5） 郡党常務委員会（?） 村民（3） ○ 再 2018.2.21

6 LN 郡 NL 村 一般 558 18 3.23% 3 非党員可 世帯代表（7） 党員／大衆組織（5） 郡党常務委員会（5） 村民（3） ○ 新 2018.2.22
7

ウドムサイ
X 郡 VH 村 一般 1420 35 2.46% 3 非党員可 村民（7） 党単位（7） 郡党常務委員会（?） 村民（3） ○ 再 2017.3.3

8 X 郡 LS 村 3 建 2529 30 1.19% 5 非党員可 世帯代表（?） 党単位（9） 郡党常務委員会（6） 村民（4） ○ 新 2017.3.3
9

ボケオ
HX 郡 PS 村 3 建 1489 27 1.81% 5 党員 党員（?） 大衆組織・班長（10） 郡党常務委員会（5） 村民（5） ○ 新 2018.2.19

10 HX 郡 NM 村 一般 549 13 2.37% 3 非党員可 村委員会・大衆組織（8） 郡党常務委員会（8） 村民（5） 村民（3） ○ 新 2018.2.19
11

ルアンパバーン
LP 郡 PS 村 3 建 799 14 1.75% 5 非党員可 村民（7） 郡党常務委員会（?） ― 村民（5） ○ 再 2017.12.13

12 LP 郡 PK 村 一般 634 14 2.21% 4 党員 各班（?） 党単位（?） 郡党常務委員会（6） 村民（4） ○ 再 2017.12.13
13

フアパン
VX 郡 MP 村 3 建 395 ? ? 5 非党員可 村民（7） ？ ？ 村民（5） ○ 新 2016.11.15

14 VX 郡 NK 村 一般 1170 71 6.07% 3 党員 党員（5） 村民（5） ― 村民（3） ○ ？ 2016.11.15
15

サイニャブリー
XB 郡 NL 村 3 建 4292 140 3.26% 5 党員 世帯代表（13） 党員（9） 党単位（7） 世帯代表（5） ○ 新 2018.3.27

16 XB 郡 T 村 一般 1702 26 1.53% 3 党員 各班（5） 村委員会（5） ― 世帯代表（3） ○ 再 2018.3.27
17

シェンクアン
P 郡 NG 村 3 建 3034 ? ? 5 非党員可 党単位（13） 郡党常務委員会（?） ― 村民（5） ○ ？ 2016.11.18

18 P 郡 LB 村 一般 218 16 7.34% 5 党員 村民（7） 党単位（5） ― 村民（5） ○ 新 2016.11.18
19

ビエンチャン
VV 郡 NM 村 一般 469 12 2.56% 3 党員 / 大衆組織 世帯代表（9） 郡党常務委員会（7） 村民（5） 村民（3） ○ 新 2018.1.26

20 VV 郡 PK 村 3 建 1042 10 0.96% 3 非党員可 村民（5） 郡党常務委員会（5） ― 村民（3） ○ 新 2018.1.26
21

ボリカムサイ
PS 郡 SV 村 3 建 2409 35 1.45% 5 非党員可 村民（7） 党単位（7） ― 村民（5） ○ 新 2017.6.30

22 PS 郡 PS 村 一般 1390 53 3.81% 3 非党員可 党員（?） 大衆組織・村民（?） 党員（5） 村民（3） ○ 再 2017.6.30
23

カムアン
TK 郡 TK 村 3 建 1386 18 1.30% 3 非党員可 村民（?） 党員・大衆組織（7） 郡党常務委員会（5） 村民（3） ○ 再 2017.10.12

24 TK 郡 CT 村 一般 1885 34 1.80% 3 非党員可 村民（?） 党単位（8） 郡党常務委員会（5） 村民（3） ○ 再 2017.10.12
25

サワンナケート
KP 郡 PK 村 3 建 2913 44 1.51% 5 非党員可 村民（17） 郡党常務委員会（5） ― 世帯代表（5） ○ 新 2017.9.27

26 KP 郡 PT 村 一般 6055 23 0.38% 5 非党員可 世帯代表（15） 郡党常務委員会（5） ― 世帯代表（5） ○ 再 2017.9.27
27

サラワン
SV 郡 BS 村 3 建 3233 26 0.80% 5 非党員可 村民（15） 郡党常務委員会（8） ― 村民（5） ○ 再 2017.1.30

28 SV 郡 NL 村 一般 2232 75 3.36% 5 非党員可 村民（10） 党単位（8） 郡党常務委員会（7） 村民（5） ○ 新 2017.1.30
29

セコーン
LM 郡 PM 村 一般 3342 38 1.14% 5 党員 各班（9） 党単位（7） 郡党常務委員会（7） 村民（5） ○ 再 2017.1.28

30 LM 郡 P 村 3 建 2372 48 2.02% 5 党員 村民（9） 郡党常務委員会（7） ― 村民（5） ○ 再 2017.1.28
31

チャンパーサック
PX 郡 NS 村 3 建 2549 42 1.65% 5 非党員可 村民（10） 郡党常務委員会（7） ― 世帯代表（5） ○ 再 2017.8.23

32 PX 郡 SS 村 一般 2595 47 1.81% 5 非党員可 村民（?） 郡党常務委員会（7） ― 世帯代表（5） ○ 再 2017.8.23
33

アッタプー
SX 郡 SN 村 3 建 2654 70 2.64% 5 党員 党単位（12） 村民（9） 郡党常務委員会（9） 村民（5） × 新 2017.1.26

34 SX 郡 MM 村 一般 1296 33 2.55% 3 党員 党単位（5） 郡党執行委員会（5） 各班（3） ー ○ 再 2017.1.26
35

サイソムブーン
H 郡 NK 村 3 建 2094 19 0.91% 5 党員 村民（7） ― ― 村民（5） ○ ？ 2017.6.27

36 H 郡 PW 村 一般 1639 14 0.85% 4 党員 旧村長・長老・郡（?） ― ― 村民（4） ○ 任命 2017.6.27
（出所）2016 年から 2018 年までラオスで実施した筆者による聞き取り調査に基づく。
（注）括弧内の数値は選ばれる人数である。また，？は不明，―は該当せずを意味する。

表 1　調査村（2016 ～ 2018 年）
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村長選挙は茶番か？　巧みな演出か？

番号 首都・県 郡・村 村の種類 人口 党員数 党員 / 人口 村委員
会人数 候補者資格 第 1 回意見聴取対象 第 2 回意見聴取対象 第 3 回意見聴取対象 投票者 党書記

＝村長
村長再選
／新人 調査年月日

1
首都ビエンチャン

ST 郡 NC 村 3 建 1239 37 2.99% 5 党員 党員・大衆組織長（9） 党常務委員会（7） ― 世帯代表（5） ○ 新 2018.2.23
2 ST 郡 S 村 一般 1005 25 2.49% 5 党員 党単位（15） 各班（9） 郡党常務委員会（7） 村民（5） × 再 2018.2.23
3

ポンサリー
PS 郡 MC 村 一般 528 10 1.89% 3 党員 党単位（5） ― ― 村民（3） ○ 再 2017.2.28

4 BN 郡 PH 村 3 建 1384 20 1.45% 5 党員 村民（7） 郡党常務委員会（7） ― 村民（5） ○ 再 2017.2.28
5

ルアンナムター
LN 郡 NT 村 3 建 1976 42 2.13% 3 党員 党員（7） 村民（5） 郡党常務委員会（?） 村民（3） ○ 再 2018.2.21

6 LN 郡 NL 村 一般 558 18 3.23% 3 非党員可 世帯代表（7） 党員／大衆組織（5） 郡党常務委員会（5） 村民（3） ○ 新 2018.2.22
7

ウドムサイ
X 郡 VH 村 一般 1420 35 2.46% 3 非党員可 村民（7） 党単位（7） 郡党常務委員会（?） 村民（3） ○ 再 2017.3.3

8 X 郡 LS 村 3 建 2529 30 1.19% 5 非党員可 世帯代表（?） 党単位（9） 郡党常務委員会（6） 村民（4） ○ 新 2017.3.3
9

ボケオ
HX 郡 PS 村 3 建 1489 27 1.81% 5 党員 党員（?） 大衆組織・班長（10） 郡党常務委員会（5） 村民（5） ○ 新 2018.2.19

10 HX 郡 NM 村 一般 549 13 2.37% 3 非党員可 村委員会・大衆組織（8） 郡党常務委員会（8） 村民（5） 村民（3） ○ 新 2018.2.19
11

ルアンパバーン
LP 郡 PS 村 3 建 799 14 1.75% 5 非党員可 村民（7） 郡党常務委員会（?） ― 村民（5） ○ 再 2017.12.13

12 LP 郡 PK 村 一般 634 14 2.21% 4 党員 各班（?） 党単位（?） 郡党常務委員会（6） 村民（4） ○ 再 2017.12.13
13

フアパン
VX 郡 MP 村 3 建 395 ? ? 5 非党員可 村民（7） ？ ？ 村民（5） ○ 新 2016.11.15

14 VX 郡 NK 村 一般 1170 71 6.07% 3 党員 党員（5） 村民（5） ― 村民（3） ○ ？ 2016.11.15
15

サイニャブリー
XB 郡 NL 村 3 建 4292 140 3.26% 5 党員 世帯代表（13） 党員（9） 党単位（7） 世帯代表（5） ○ 新 2018.3.27

16 XB 郡 T 村 一般 1702 26 1.53% 3 党員 各班（5） 村委員会（5） ― 世帯代表（3） ○ 再 2018.3.27
17

シェンクアン
P 郡 NG 村 3 建 3034 ? ? 5 非党員可 党単位（13） 郡党常務委員会（?） ― 村民（5） ○ ？ 2016.11.18

18 P 郡 LB 村 一般 218 16 7.34% 5 党員 村民（7） 党単位（5） ― 村民（5） ○ 新 2016.11.18
19

ビエンチャン
VV 郡 NM 村 一般 469 12 2.56% 3 党員 / 大衆組織 世帯代表（9） 郡党常務委員会（7） 村民（5） 村民（3） ○ 新 2018.1.26

20 VV 郡 PK 村 3 建 1042 10 0.96% 3 非党員可 村民（5） 郡党常務委員会（5） ― 村民（3） ○ 新 2018.1.26
21

ボリカムサイ
PS 郡 SV 村 3 建 2409 35 1.45% 5 非党員可 村民（7） 党単位（7） ― 村民（5） ○ 新 2017.6.30

22 PS 郡 PS 村 一般 1390 53 3.81% 3 非党員可 党員（?） 大衆組織・村民（?） 党員（5） 村民（3） ○ 再 2017.6.30
23

カムアン
TK 郡 TK 村 3 建 1386 18 1.30% 3 非党員可 村民（?） 党員・大衆組織（7） 郡党常務委員会（5） 村民（3） ○ 再 2017.10.12

24 TK 郡 CT 村 一般 1885 34 1.80% 3 非党員可 村民（?） 党単位（8） 郡党常務委員会（5） 村民（3） ○ 再 2017.10.12
25

サワンナケート
KP 郡 PK 村 3 建 2913 44 1.51% 5 非党員可 村民（17） 郡党常務委員会（5） ― 世帯代表（5） ○ 新 2017.9.27

26 KP 郡 PT 村 一般 6055 23 0.38% 5 非党員可 世帯代表（15） 郡党常務委員会（5） ― 世帯代表（5） ○ 再 2017.9.27
27

サラワン
SV 郡 BS 村 3 建 3233 26 0.80% 5 非党員可 村民（15） 郡党常務委員会（8） ― 村民（5） ○ 再 2017.1.30

28 SV 郡 NL 村 一般 2232 75 3.36% 5 非党員可 村民（10） 党単位（8） 郡党常務委員会（7） 村民（5） ○ 新 2017.1.30
29

セコーン
LM 郡 PM 村 一般 3342 38 1.14% 5 党員 各班（9） 党単位（7） 郡党常務委員会（7） 村民（5） ○ 再 2017.1.28

30 LM 郡 P 村 3 建 2372 48 2.02% 5 党員 村民（9） 郡党常務委員会（7） ― 村民（5） ○ 再 2017.1.28
31

チャンパーサック
PX 郡 NS 村 3 建 2549 42 1.65% 5 非党員可 村民（10） 郡党常務委員会（7） ― 世帯代表（5） ○ 再 2017.8.23

32 PX 郡 SS 村 一般 2595 47 1.81% 5 非党員可 村民（?） 郡党常務委員会（7） ― 世帯代表（5） ○ 再 2017.8.23
33

アッタプー
SX 郡 SN 村 3 建 2654 70 2.64% 5 党員 党単位（12） 村民（9） 郡党常務委員会（9） 村民（5） × 新 2017.1.26

34 SX 郡 MM 村 一般 1296 33 2.55% 3 党員 党単位（5） 郡党執行委員会（5） 各班（3） ー ○ 再 2017.1.26
35

サイソムブーン
H 郡 NK 村 3 建 2094 19 0.91% 5 党員 村民（7） ― ― 村民（5） ○ ？ 2017.6.27

36 H 郡 PW 村 一般 1639 14 0.85% 4 党員 旧村長・長老・郡（?） ― ― 村民（4） ○ 任命 2017.6.27
（出所）2016 年から 2018 年までラオスで実施した筆者による聞き取り調査に基づく。
（注）括弧内の数値は選ばれる人数である。また，？は不明，―は該当せずを意味する。

表 1　調査村（2016 ～ 2018 年，続き）
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を推薦する。つまり候補者は他薦で決められる。

推薦人数に関する規定はない。選挙委員会は結

果を検討し，必要であれば第 2 回目の政治会議

を行い再度意見を聴取する。選挙委員会が設定

した「目標」が達成されれば郡長・市長に結果

を報告し，そうでない場合は指導を仰ぐ。「目標」

の達成とは，選挙委員会が定めたターゲットと

有権者が推薦した人物がおおむね一致している

ことを指す。最終候補者リストは郡長・市長の

承認を得て決定される。

投票は，基本的に有権者が一堂に参加する村

長選出会議で直接かつ秘密裏に行われる。会議

では投票前に候補者が自身や政策などについて

紹介し，投票管理委員会が任命される。各候補

者は取り組むべき村の問題など候補者独自の考

えを述べることもあるが，基本的に党路線から

外れることはない。またこの機会に郡の代表や

選挙委員会が党の政策を普及するため，民主主

義体制における候補者間の政策論争とは大きく

異なる。その後投票となり，開票は同委員会が

公開で行い結果を発表する。結果は郡長・市長

に報告され，選挙後 15 日以内に新規村委員会

が任命される。

以上の過程からは，いくつかの段階で操作が

可能だと考えられる。ひとつは政治会議である。

内務省規程ではこの政治会議で「政治教育を行

う」（スックサーオップホム・カンムアン）と記

されている。そうであれば，有権者の候補者推

薦行動に影響を与える働きかけが行われる可能

性が高い。もうひとつは候補者選定である。有

権者の推薦した候補者と党のターゲットが一致

しない場合，選挙委員会はターゲットを最終候

補者に加えることができる。これは，郡長・市

長による候補者決定過程でも可能である。開票

は村民に公開で行われるため結果の改竄は考え

られない。

では，実際にどのような選挙メカニズムによ

り，党の目的とジレンマ解消が達成されている

のだろうか。

2．実際の選挙メカニズムと操作

まず村の種類にかかわらず，候補者資格を党

員に限定している村があった（表 1 参照）。そ

れらの村の多くは，党中央の方針が変化した

2000 年代後半から 2010 年代初頭にかけてルー

ルを変更したという（注34）。資格を党員に限定す

れば当然，ターゲットが当選する可能性は高ま

る。しかし，同じ郡内でも郡の方針と村の実態

が一致していないところもある。たとえば，チャ

ンパーサック県 PX 郡では候補者を党員に限定

する方針だが，NS 村では有権者に意見聴取を

行う際，非党員の名前を挙げることを認めてい

る。一方その逆もある。ルアンナムター県 LN

郡は非党員の候補者を認めているものの，NT

村は党員に限定している。後述する選挙実施方

法を含め，選挙は村党組織の裁量に任されてい

る部分が多い。だからこそ表 1 にあるように，

選挙過程や実施方法の詳細が村ごとに多様なの

だろう。村の党組織は村の状況や村民の志向，

また過去の投票行動から戦略や実施方法を選択

していると推測される。

有権者への意見聴取前に行われる政治会議で

は，選挙実施方法や規則の説明とともに村党書

記を当選させるための「政治教育」が行われる。

その詳細は不明だが，フアパン県 VX 郡 MP

村では，党路線を人民に説明でき，人民を動員・

指導・教育し，政治的理論を有する者が村長に

相応しいと有権者に説いている。このような人
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物に該当するのは自ずと村の党書記など党の

ターゲットに限られる。カムアン県 TK 郡も同

様の説明を有権者に行っている。ポンサリー県

PS 郡 MC 村の党書記兼村長は，「政治教育」

を通じて有権者の多くが党書記（就任予定者を

含む）に票を投じるようになるため，これまで

ターゲットが当選しなかったことはないと述べ

た。またサイニャブリー県 XB 郡内務事務所長

は，政治会議ではターゲットに投票するよう「奨

励」し，村人もその方針を理解していると語っ

た。同様のことは首都ビエンチャン ST 郡，ボ

リカムサイ県 PS 郡，カムアン県 TK 郡内務事

務所などでも聞かれた。政治教育は誰に投票す

べきか直接的に指示しないにしろ，有権者の候

補者推薦や投票行動に間接的に影響を与えてい

るといってよいだろう。このような操作は非常

にみえにくく，選挙の競争性や公正性は一応確

保される。

有権者への意見聴取過程は村の数だけ多様で

あるものの，村の種類や候補者資格にかかわら

ず，大きく 2 つのパターンに整理できる。

第 1 のパターンは，第 1 回意見聴取を党員・

村委員会・大衆組織幹部などに限定している村

である。そこでは当然，党のターゲットが候補

者として推薦される。ただし，番号 10，17，

22 の村では非党員の名前を挙げることもでき

る。その後は，推薦過程で有権者がかかわるこ

となく選挙が行われる村と（番号 3，17，36），

第 2 回意見聴取以降に有権者が関与し候補者が

絞られる村に分かれる（番号 2，5，9，10，14，

22，33，34）。後者は村民の声が一応は反映さ

れるが，すでに党組織が決めた選択肢しか残さ

れていない。仮に村民が党のターゲットを選ば

なかったとしても，郡レベルで操作の余地は残

る。7 村では郡長・市長の決定前に郡レベルの

党組織が関与することが確認できた。いずれに

しろ，候補者選定には党の意思が確実に反映さ

れる。

しかし番号 2 の村では党副書記が，番号 33

の村ではラオス国家建設戦線（注35）の長が村長に

選ばれた。ただし両者とも村委員会のターゲッ

トではある。前者ではもともと党書記が副村長

を，党副書記が村長を務める慣習であった。2

人体制でもとくに問題がないため郡が承認して

いるという。一方番号 33 の村はもともと別々

だった 4 つの村を統合しており，それぞれの旧

村から候補者が出されるため票が割れてしまう

という事情がある。

第 2 のパターンは，第 1 回目の意見聴取を村

民（各有権者，各班，各世帯代表のいずれか）に

行い，その後に党員や村の党単位，また郡党常

務委員会で候補者が絞られていく村である。た

だし村によって意見聴取方法が異なり，大きく

3 つに分類できる。ひとつは，有権者が適任と

思われる人物の氏名を配布された白紙に自由に

記入する方法である。村によっては記入可能人

数を 1 ～ 3 人に限定しているが（番号 7，11，

12，13，20，21，23，24，27，28），4 村 は 無 制

限だった（番号 4，6，31，32）。もうひとつは白

紙に記入できる氏名を党員に限定している村で

ある（番号 18，19）。前者は意見聴取対象を各

有権者とし，後者は世帯代表に限っている。そ

して最後は，現職の村委員会リストが書かれて

いる紙を渡され（注36），そのなかから不適格と思

われる人物の名前に線を引き，新たに適切な人

物の名前を加える方法である。ここでも村に

よって記入人数を定めている村と（番号 15，16，

29，30），そうでない村に分かれる（番号 8，25，
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26）。また村によっては記入対象に非党員を認

める一方で（番号 8，25，26），党員に限定して

いる村もある（番号 15，16，29，30）。

この第 2 パターンではまず村民の声を反映さ

せるため，選挙自体の正当性は高まり，かつ村

民が信頼する人物に関する情報を収集できるが
（番号 18，19 を除く），最終的に党の意向が優先

されることに変わりはない。実際にサラワン県

SL 郡 NL 村では，候補者資格で非党員を認め

ているにもかかわらず，世帯代表による意見聴

取後の党単位会議で村民から推薦された非党員

候補者をリストから外すことがある。チャン

パーサック県 PX 郡は郡党常務委員会会議で同

様の措置をとるという。党組織が関与しないと

回答した番号 13，16，35 の 3 村でも，最終候

補者の決定権は郡長（＝郡党書記）にあり，非

党員が外される余地は残る。いずれにしろ，第

2 パターンでは後述する 1 村を除き，すべての

村で党書記／就任予定者が最大得票者となり村

長を兼任していた。

以上の操作に加え，多くの郡ではターゲット

が当選しなかった場合の手段が準備されている。

ひとつは，村人の「同意」を得た上で党書記を

村長とし，得票者第 1 位を副村長に就任させる

方法である。もちろん村の事情によって異なる

が，首都ビエンチャン ST 郡，ルアンナムター

県 LN 郡，ボケオ県 HX 郡，ウドムサイ県 X 郡，

ボリカムサイ県 PX 郡，サワンナケート県 KP

郡，チャンパーサック県 PS 郡，ルアンパバー

ン県 LP 郡などが基本的にこの方針を採用して

いた（注37）。たとえば，第 2 パターンに属するウ

ドムサイ県 X 郡 LS 村の 2016 年選挙では非党

員が最終候補者となり，かつ最大得票者となっ

た。村民の意思を尊重し郡が最終候補者として

認めたのである。民主主義体制のような選挙

キャンペーンはないものの，意見聴取過程にお

いて党が選んだターゲットへの村民の信頼が相

当程度低く，多くの村民が非党員の人物を支持

していることが判明した場合は，競争性が高い

選挙が実施されるようである（注38）。ただし先述

のように，村民が支持した人物が候補者リスト

から外されることもあり，その判断は村や郡の

党組織に委ねられている。そして LS 村では，

当該人物が年齢の若さと経験の浅さを理由に村

長就任を「辞退」したため，村民の「同意」を

得て副村長に就け，代わりに副村長に選出され

た村党書記を村長にしたという。村民の「同意」

なしに最大得票者でない人物を村長に就けると

いう話はどの村でも聞かなかった。

もうひとつは，選挙結果を尊重し事後に最大

得票者を党書記・党員にリクルートする方法で

ある。ビエンチャン県 VV 郡 PK 村では，仮に

非党員が最大得票者となった場合は結果どおり

に村長に任命し，その後党員にリクルートする

とのことだった。カムアン県 TK 郡も同じく最

大得票者を村長にし，非党員であれば当該人物

を党員にリクルートするか，党員であれば後に

党書記にするとの方針であった（注39）。

そして党は，以上の操作を通じて「民主的」

選挙の外形を整えるだけでなく，有権者に「民

主主義」を実践しているとアピールする。サワ

ンナケート県 KP 郡，ビエンチャン県 VV 郡，

カムアン県 TK 郡内務事務所が作成した村長選

出会議の開会・閉会演説のひな型には，「民主

主義体制および憲法に沿って人々が自らの権利

を行使し代表を選ぶ」「（村長）選出会議は人民

民主主義を表している」「民主主義を拡大する」

などの文言が並ぶ。党は選挙が「民主主義」そ
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のものだと正当化しているのである。通常，会

議では郡長または郡の代表が演説を行うため，

同様の主張が各村でなされていると考えてよい

だろう。

以上からは，郡・市や村の党組織がどのよう

に目的を達成し，選挙のジレンマを解消しよう

としているのかその実態が明らかになった。政

治会議の開催，候補者資格の制限，候補者のス

クリーニングという有権者にはわかりにくい操

作が行われる一方で，候補者選出過程に村民の

声を反映させて「民主的」選挙の外形を整える

だけでなく，党書記に「代表性」を付与するこ

とで党はできる限り選挙の「正当性」維持に努

めている。そして党が「民主主義」を実践して

いるとの認識を創り出す。このようなことが可

能となるのは，競争相手がおらず選挙を完全に

管理下におき，党以外の主張が表明される余地

がないからであろう。つまり，一党独裁体制だ

からこそのジレンマ解消方法といえる。

同様の手法は，中国の村民委員会選挙でも観

察できる。中国では定数以上の候補者による「差

額選挙」のほか，有権者が自由に候補者を推薦

できる「海選」と呼ばれる制度があり，予備選

挙も実施される［唐 2002; 鈴木 2013］。自薦も認

められておりラオス以上に候補者選出過程の自

由度が高いともいえる。これに対しては，党組

織の介入と調整により候補者が決定され最終的

には党員が当選するとの指摘もあれば［鈴木 

2013］，非党員が多く当選する「政党なき競争」

「選択肢のある競争」との評価もある［Landry, 

Davis and Wang 2010］。いずれにしろラオスと

中国の村レベルの選挙は民主性を装っているも

のの，場所によっては真に競争性の高い選挙が

行われるという点で共通している。一方で，中

国では経済利益が村長職に付随する場合，現金

による露骨な票の買収も行われるが［Zhao 

2018］，ラオスでそのような手段はみられなかっ

た（注40）。当然，地方幹部が直面する利益やイン

センティブ，また外的制約によって，操作手段

は異なるだろう。そして村の数は膨大であるた

め，自らの主張を裏づけるさまざまなパターン

の選挙を見出せることにも留意が必要である
［Manion 2009, 379-380］。

3．村長選挙の位置づけ―支配の正当化

ラオスの村長選挙からみえてくるのは，独裁

者が民主主義の価値を国民と共有しているとの

認識を創り出すことの重要性である。

政治体制に関係なく，支配者にとって正当性

が重要なことに疑問の余地はない。独裁体制の

安定にも大衆の支持が必要である［Dimitrov 

2009; Gerschewski 2013; Higashijima 2022, 19; 

Kailitz and Stockemer 2017, 333］。したがって独

裁者は，自らの支配を正当化し続けなければな

らない。

支配の正当性とは共有された規範や価値に基

づき，支配者には命令を下す道徳的権利がある

とする被支配者の信念であり内面によって支え

ら れ る も の と 整 理 で き る［Easton 1965, 278; 

Lipset 1959, 1960, 77; ウェーバー 1960, 551; 

Alagappa 1995, 11］。支配者がこれを獲得しよう

とする過程が正当化である。　

正当化には経済成長による実績，イデオロ

ギー，ガバナンスの質などさまざまな要素があ

り，選挙による民主的手続きもそのひとつであ

る［Cho 2021; Debre and Morgenbesser 2017; 

Dukalskis and Gerschewski 2017; Mazepus 2017］。

権威主義体制下での「民主的選挙」が，支配の
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正当化や市民の支持調達にとって重要なことは

実証されている。たとえば Reuter and Szakonyi 
［2021］はロシアでのサーベイ実験により，有

権者の多くは選挙が公平に行われていると信じ

ているため，不正を行った候補者への支持を取

り下げ，その効果はとくに体制支持者で大きい

ことを示した。また Williamson ［2021］は中東

諸国の権威主義体制を事例に，アラブおよびア

フロバロメーターのデータとサーベイ実験から，

選挙が自由で公平だと認識している者は体制の

支配する権利を承認し，抗議行動をためらうこ

とを明らかにした。Debre and Morgenbesser 
［2017］によれば，カンボジア，ジンバブエ，

エジプトは民主主義の国際的基準に沿って選挙

を実施していると装うため，体制の主張に沿う

選挙監視団を活用しているという。さらに中国

の村民委員会選挙研究では，多くの先行研究が

競争的選挙により体制の正当性が高まるとし，

「民主的な」選挙制度を体制による支配の正当

化の一手段と捉えている（注41）。

Reuter and Szakonyi ［2021, 290, Table F1］

が第 6 回世界価値観調査（World Value Survey：

2010 ～ 2014 年）の指標に基づき示したように，

権威主義体制下の人々の多くは自分たちの国が

民主主義であり，選挙が自由で公平であると信

じている。Letsa and Wilfahrt ［2018］も同調査

に基づき，権威主義体制下の市民が民主主義を

好んでいることを明らかにした。ラオスはアジ

アンバロメーターや世界価値観調査の対象国で

はなく，国内世論調査もないため，民主主義や

選挙に対する人々の意識は明らかでない。そこ

で参考として，2017 ～ 2020 年に実施された第

7 回世界価値観調査から，ラオスと同じ一党制

である中国（2018 年）とベトナム（2020 年）の

指標をみよう。1 ～ 10 まで 10 段階（1 が完全

に非民主的，10 が完全に民主的）の基準で示さ

れた民主的統治に対する指標は中国が 7.13，ベ

トナムが 7.81，自国の民主的政治制度は「よい」

「まあまあよい」と回答した人の割合は中国が

90.3 パーセント，ベトナムが 86.2 パーセント

と高い（注42）。選挙への信頼は中国が 59.1 パーセ

ント，ベトナムは 84.9 パーセントであった。

またベトナムのみのデータだが，76.2 パーセン

トが選挙で反体制派の立候補が妨げられていな

い（注43），74.1 パーセントが有権者は真の選択肢

を与えられている（注44），と回答している。一党

制にもかかわらず自国の民主主義と選挙への評

価が高い。

中国とベトナムでの限定的な調査結果を安易

に援用することはできないが，ラオスの党指導

部がわざわざ複雑なメカニズムで「民主的」選

挙の外形を頑なに守っているのは，支配の正当

性の低下を恐れているからではないだろうか。

村長選挙は茶番かもしれないが，党にとっては

「民主主義」を演出する重要な舞台であり，有

権者をそこに参加させることに意味がある。そ

うすることで党は，体制が「民主主義」の価値

を国民と共有しているとの認識を創り出してい

るのだろう。それは選挙ジレンマの解消だけで

なく，国民の支持調達にとっても重要な機能を

果たしていると考えられる。

お わ り に

ラオス人民革命党は村長選挙において，選挙

や自らの正当性を低下させずに特定の候補者を

当選させるというジレンマに直面する。そして

本稿は Higashijima ［2022］や選挙操作に関す
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る先行研究の枠組みに依拠しながら，経済的保

有資源が脆弱で「民主的」選挙の実施を重視す

る党には選挙制度の操作しか選択肢がないこと

を示し，36 村の調査からジレンマ解消メカニ

ズムを明らかにした。党は頑なに「民主的」選

挙の外形を保ちつつ，有権者にはみえづらい操

作を行うことで目的を達成している。これは

Sjoberg［2016］がいう末端党組織による「スマー

トな操作」であり，政治教育や候補者に関する

意見聴取はその新たなレパートリーと位置づけ

られる。そしてラオスは権威主義体制研究で

もっとも情報収集や研究が難しい国のひとつに

挙げられており［Frantz 2018, 4-5］，村長選挙の

実態を解明したことの意義は大きい。

さらにラオスの事例は，「民主主義」の外形

を保つことが一党独裁体制の正当化にとって，

考えられている以上に重要な意味をもっている

ことを示唆している。これは，近年の権威主義

体制研究の潮流とも合致する（注45）。Von Soest 

and Grauvogel ［2017］によれば，政党間の競

争的選挙がない閉鎖的権威主義体制は，イデオ

ロギーなどのアイデンティティに基づく支配の

正当化に多くを依存する。ラオス，中国，ベト

ナムの共産党にとってもイデオロギーはいまだ

に重要な要素である。しかし近年の研究では，

権威主義体制下の人々が民主主義の価値を重視

し，「民主的」選挙の実施が国民の支持調達に

とって重要であることが明らかにされている。

中国の村民委員会選挙について統計分析を行っ

た Sun［2014］は，自由で公平な選挙は体制へ

の信頼とともに人々の民主主義への支持度合い

を同時に高めることを実証し，体制にジレンマ

をもたらすと指摘した。したがって独裁者が国

民の支持を得るには，なおさら体制が「民主主

義」の価値を国民と共有していると示さなけれ

ばならない。正当性は人々の信念という内面に

支えられているため，選挙が「民主的」である

との認識を国民のあいだに創り出すことが重要

となる［Cho 2021, 803; Williamson 2021, 1484; 

Levi, Sacks and Tyler 2009］。そうであれば，ラ

オス人民革命党が頑なに「民主的」選挙の外形

を装い，「民主主義」を主張することも理解で

きる。

本稿では関係者への聞き取りを中心に党の選

挙ジレンマ解消メカニズムを解明したが，いく

つかの課題もある。まず，直接選挙で選出され

たターゲットと事後的に党書記に任命された村

長の割合が不明なため，党の操作がどの程度成

功しているかは示していない。また，党による

「上からの」正当化作業に焦点を当てたため，

村長選挙により党の正当性が実際に向上し，体

制への支持が高まったかどうかも明らかでない。

さらに，実施方法や村長資格を含めさまざまな

違いが村ごとに観察できるが，それが何に起因

し，そして選挙操作にどう作用しているのか，

その分析も行う必要があろう。このような課題

は残されているものの，一党独裁体制にとって

「民主主義」へのコミットが選挙のジレンマ解

消だけでなく，支配体制の正当化にとっても重

要な意味をもつことは示せたと考えられる。

（注 1）本稿で独裁者という場合，個人だけで
なく支配政党などを含めて使用する。
（注 2）本稿では非民主主義体制の総称として

独裁体制と権威主義体制を同義として使用する。
たとえば Svolik［2012, 22-23］は，（1）自由か
つ競争的議会選挙があるか，（2）執政府の長が
自由かつ競争的大統領選挙で選出されるか，ま
たは議会制度によって間接的に選出されるかと
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いう 2 つの条件のうちいずれかひとつを満たさ
ない政治体制を独裁体制や権威主義体制とし，2
つの言葉を互換可能としている。
（注 3）複数政党による競争ではなく，一党制

下の複数候補者による「競争」選挙の場合は括
弧付きで表すこととする。
（注 4）それまでも村によっては村長資格を党

員に限定していた。
（注 5）村の党書記または党書記就任予定者な

ど，党が当選を望む候補者を指す。
（注 6）複数候補者による村長選挙の伝統は長

期におよび，1950 年代以前から実施されていた
と考えられる。
（注 7）2015 年に改正された地方行政法第 84

条では，村の規模に応じて副村長の人数を 2 ～
4 人としている［KPN 2016a］。
（注 8）PL 支配地域での実権は，行政ライン

と並行して整備されたラオス愛国戦線という戦
線組織にあった［Zasloff 1973, 59］。そのため，
村長制が廃止されたとの指摘もある［Fall 1965, 
182; Stanton 1968, 894］。いずれにしろ内戦中は
どちらの支配下にあるか，また戦況によって選
挙の実施が左右されたといえる。
（注 9）選挙は 1975 年 10 月 5 日に国家政治諮

問評議会臨時会議で承認された「各級人民代表
議会および行政委員会の選挙に関する暫定規則」
に基づき実施された［KMPKHS 1975］。国家政
治諮問評議会とは，王国政府と PL が 1973 年 2
月に停戦協定を締結後，自由で民主的な選挙に
より国民議会と連合政府を設立するまで設置さ
れた暫定政府と同等の機関であり［KTLV 2000, 
1269-1273］，PL 側が牛耳っていた。暫定選挙規
則では，ラオス愛国戦線や地方行政権力奪取委
員会メンバーから構成される選挙動員委員会が
選挙を管理すると定められており，選挙に党の
意向が反映されたことは容易に想像がつく。
（注 10）大会参加者 264 人の多くは，県議会

議員，愛国戦線中央，愛国中立勢力から選出さ
れていた［SVSHS 2010, 194; Chaleun 1996, 133］。

愛国中立勢力とは，1960 年 8 月 9 日に王国政府
右派政権に対してクーデタを起こした王国軍若
手将校らの集団から分派し，中立を掲げながら
も PL と近いグループである［Stuart-Fox 2008, 
153-154］。
（注 11）たとえば，当時の状況を知るフアパ

ン県 XK 郡元党副書記・副郡長 B 氏，元党宣伝・
訓練委員会委員長 S 氏（2017 年 11 月 21 日），
首都ビエンチャン SN 郡元党書記・郡長 K 氏，
元郡党常務委員 B 氏，首都ビエンチャン ST 郡
元党執行委員S氏（2018年4月25日），チャンパー
サック県 PT 郡元党執行委員 S 氏（2018 年 4 月
9 日）などへの聞き取りに基づく。括弧内は筆
者による聞き取り日である。以下同じ。
（注 12）当時の状況を知る首都ビエンチャン

HX 郡の元女性同盟議長は，王国政府側の人間
ではない履歴が明確な人が条件であり（2018 年
4 月 24 日），同首都 ST 郡で党執行委員を務めた
S 氏は，党員かどうかは秘密であったが革命活
動に貢献した人物が選ばれていたと述べている

（2018 年 4 月 25 日）。
（注 13）当時の状況を知る首都ビエンチャン

SN 郡元書記は，とくにビエンチャンでは多くの
人に選挙経験があったため，選挙を実施しない
と住民が満足しなかったと述べている（2018 年
4 月 24 日）。
（注 14）1980 年代までは反政府組織との戦闘

が散発的に行われており，政情不安定な一部地
域では選挙が実施されず，村長は上級の任命だっ
た。また政情が安定していた村でも事情により
任命されていたという。フアパン県 SN 郡元党
副書記 S 氏，O 氏（2017 年 11 月 23 日），同県
ST 郡元党副書記 S 氏（2017 年 11 月 21 日），チャ
ンパーサック県 PT 郡元党執行委員 S 氏（2018
年 4 月 9 日）などへの聞き取りに基づく。
（注 15）1991 年の憲法制定の際に地方行政級

が県，郡，タセーン（郡と村の間の行政級），村
の 4 級から県，郡，村の 3 級に変更となり，村
以外におかれていた地方議会が廃止された。し
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かし，2015 年の憲法改正により再び地方議会の
設置が認められ，2016 年に首都・県にのみ人民
議会が誕生した［SPSS 1991; SHS 2015］。
（注 16）人口 500 人以下であれば党は既存の

村委員会制度の継続を考えていた。
（注 17）調査は首都ビエンチャン，ルアンナ

ムター県，ルアンパバーン県，シェンクアン県，
サワンナケート県，チャンパーサック県，アッ
タプー県の 17 村で行った。そのうち 14 村が非
党員の村長を認め，3 村は党員に限定していた。
（注 18）内務省地方行政局（2018 年 1 月 30 日），

ルアンパバーン県 LP 郡 PK 村，ボケオ県 HX 郡
内務事務所（以上 2 カ所の調査日は表 1 参照），
首都ビエンチャン XX 郡副郡長などへの聞き取
り（2018 年 4 月 27 日）による。
（注 19）たとえば Malesky and Schuler［2011］

は，選挙の競争性を高めることで得られる情報
と選挙の操作により特定の候補を当選させるこ
とはトレードオフの関係にあり，それを「独裁
者の選挙ジレンマ」と呼ぶ。Schuler［2021］も
選挙の諸機能同士のトレードオフを指摘する。
豊田［2013］は，競争的選挙は独裁者に情報と
いう利益をもたらすが，選挙に敗れる可能性と
競争選挙にさらされる党内の政治家が垂直的お
よび水平的にも対立する可能性を「競争選挙の
ジレンマ」と呼ぶ。一方 Dickson［2016］は，
正当性，取り込み，抑圧は中国共産党の生存に
寄与するが，それぞれ悪影響がありジレンマを
引き起こすとしている。
（注 20）Harvey［2016］や Harvey and 

Mukherjee［2020］は票の買収，パトロネージ，
複数投票など有権者との直接のコンタクトがあ
る不正を超法規的動員とし，有権者への脅迫や，
行政的不正と位置づけられた票の積み増し・改
竄とは区別している。しかし本稿は Higashijima

［2022］や Simpser［2013］に倣い，いずれも「強
制」を伴うため露骨な不正と分類する。選挙後
でも票の積み増しや改竄が明らかになれば，そ
れは有権者にとって露骨な不正となるだろう。

（注 21）Harvey［2016］や Harvey  and 
Mukherjee ［2020］はパトロネージを露骨な手
段と位置づけている。しかし Higashijima［2022, 
52］は，クライアンテリズムやパトロネージに
ある程度の強制力を伴う可能性があることを認
めつつも，露骨な不正とは異なり有権者は政治
的忠誠と引き換えに物質的利益を得ることがで
き，それが独裁者に対する有権者の準自発的な
従順さを誘発するとし，露骨な不正とは区別する。
（注 22）各村には夫婦間の離婚，土地や家畜

をめぐる問題などを解決するための調停委員会
が設置されている。ただし村によっては土地問
題を扱わず，手続き料金も 5 ～ 30 万キープと異
なり，支払いも調停を求める側と訴えられた側
の双方が行う場合，前者のみが料金を納めたり
するなど違いが大きい。
（注 23）聞き取り相手や調査日などは表１を

参照してほしい。なお，ドルへの換算は当時の
為替レートに基づく。以下同じ。
（注 24）ただし村によっては年間収入が 1 万

ドルにも達しない。ウドムサイ県 X 郡 LS 村は
約 4000 ドル，首都ビエンチャン ST 郡 S 村は約
2000 ドルだった。聞き取り相手や調査日は表 1
を参照してほしい。
（注 25）たとえばシェンクアン県 P 郡 NG 村

などである。
（注 26）たとえばボケオ県 HX 郡 NM 村など

である。
（注 27）女性同盟，ラオス人民革命青年団，ラ

オス労働連盟などを指す。
（注 28）たとえば首都ビエンチャン ST 郡 S 村

にある女性同盟運営の基金の保有額は約 2 万ド
ルであった。
（注 29）聞き取り相手や調査日などは表１を

参照してほしい。
（注 30）3 建村の村長兼党書記への月額手当は

50 万キープだが［NL 2013］，一般村で同職の場
合は 13 万キープである［SNL 2008］。
（注 31）2018 年の 1 人当たり国民総所得は約
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1973 ドルである［UNCDP 2022］。
（注 32）ただし，異なる郡の 2 村で調査を行っ

たポンサリー県では，PS 郡内務事務所でのみ聞
き取りを行った。また，ウドムサイ県，ルアン
パバーン県，フアパン県，シェンクアン県，サ
ラワン県，セコーン県，アッタプー県，サイソ
ムブーン県では，郡内務事務所職員に村での調
査に同席してもらい，村委員会への聞き取りと
同時に話を聞いた。
（注 33）ただし，県内務局の手配により，ポ

ンサリー県での調査は PS 郡で 1 村，BN 郡で 1
村となっている。
（注 34）2008 年の資格変更はルアンパバーン

県 LP 郡 PS 村，2012 年はビエンチャン県 VV
郡 NM 村，2013 年はルアンパバーン県 LP 郡
PK 村，ルアンナムター県 LN 郡 NT 村，チャン
パーサック県 PX 郡 NS 村，そして 2014 年に変
更したのはアンナムター県 LN 郡 NL 村，ボケ
オ県 HX 郡 NM 村である。時期は不明だがボケ
オ県 HX 郡 PS 村も以前は非党員に資格を認め
ていた。
（注 35）1979 年にラオス愛国戦線から改称さ

れた組織である。ラオスにあるすべての政治・
社会組織は建設戦線の傘下におかれる。
（注 36）村によっては村委員会を拡大し，委

員会を補佐する経済・財政班や文化・社会班メ
ンバーなどを加えて最大 15 人の氏名を記載する。
たとえばサワンナケート県 KP 郡の 2 村である。
（注 37）表 1 に掲載されていないフアパン県

XT 郡（2017 年 11 月 21 日 ），XK 郡（2017 年
11 月 22 日），XN 郡（2017 年 11 月 23 日）など
の調査でも，同様の措置がとられていることを
確認している。
（注 38）たとえばボケオ県 HX 郡内務事務所

長は，党書記が権力を濫用したり，村内の紛争
調停で理不尽な裁決を下したりする場合は，意
見聴取過程で村民から支持を得られず，競争的
な選挙となり党書記が落選することがあるとし
ている（2018 年 2 月 19 日）。首都ビエンチャン

PG 郡党副書記も同様のことを述べていた（2018
年 4 月 26 日）。またフアパン県 SN 郡党副書記
によると，村民の意思を尊重する場合は結果的
に競争的な選挙となるという（2017 年 11 月 23
日）。ただしどの程度支持が低ければ競争的選挙
になるのかは不明である。ウドムサイ県 X 郡 LS
村は意見聴取過程で 40 パーセント以上の支持を
得ることを条件にしているが（2017 年 3 月 3 日），
村によってその基準は異なるだろう。
（注 39）表 1 に掲載されていない首都ビエン

チャン XT 郡（2018 年 3 月 30 日），HX 郡（2018
年 4 月 24 日）などの調査でも，同様の措置がと
られていることを確認している。
（注 40）ラオスにも約 8400 の村があるため，

そのどこかで買収が行われている可能性はゼロ
ではない。しかし筆者が行った聞き取り調査で
は，村長職に経済利益は付随せず，上級や村人
への対応で多大な時間を割く必要があるため，
多くの人にとって村長に就くインセンティブは
ほぼないとのことだった。そうであれば票の買
収が行われているとは考えられない。
（注 41） た と え ば， 鈴 木［2013］，Kennedy

［2009］，Landry, Davis and Wang［2010］，
Manion［2006］，Schubert and Xuelian［2007］，
Sun［2014］，Zhou［2018］などである。
（注 42）中国は N ＝ 3036，ベトナムは N ＝

1200 である。結果は世界価値観調査ウェブサイ
ト（https://www.worldvaluessurvey.org/
WVSDocumentationWV7.jsp）を参照。最終閲
覧日 2022 年 8 月 1 日。
（注 43）「ほとんど妨げられていない」34.4 パー

セント，「まったく妨げられていない」41.8 パー
セントを足した数値である。
（注 44）「真の選択肢が与えられる」34 パーセ

ント，「まあまあ与えられる」40.1 パーセントを
足した数値である。
（注 45） た と え ば 2017 年 の Contemporary 

Politics 23（5）では権威主義体制における正当
化というテーマで特集が組まれている。権威主
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義体制の正当化や正当性については Cho［2021］，
Gerschewski［2013］，Reuter and Szakonyi

［2021］，Thyen and Gerschewski［2018］，
Williamson［2021］などがある。Dimitrov［2009］，
Guriev and Treisman［2020］，Higashijima［2022］
は権威主義体制における大衆の支持調達の重要
性を指摘している。
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Abstract

Is the Election of Village Chiefs a Farce or a Cleverly 
Orchestrated Production? Resolving the Dilemma 
of the Lao People’s Revolutionary Party and 
Legitimizing Its Rule

Norihiko Yamada

Despite a desire to remain in power, many dictators hold competitive elections. However, 

elections are uncertain and manipulation is necessary to ensure the desired outcome. Nevertheless, 

excessive manipulation can reduce not only the legitimacy of the election itself but also the legitimacy 

of the regime. In other words, dictators face a dilemma between achieving their goals through 

manipulation and maintaining legitimacy. This article highlights the case of village chief elections in 

Laos, in which the Lao People’s Revolutionary Party achieves its goals by skillfully manipulating the 

elections while firmly maintaining the appearance of “democratic” elections. The party strives to 

resolve this dilemma by reflecting the voices of voters in the candidate selection process. Although 

the elections may be a farce, they are an important means for the party to create the perception of 

democracy and share the values of democracy with the people. This article suggests that 

demonstrating a commitment to democracy is important to both resolving the electoral dilemma and 

legitimizing the dictatorial regime.
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